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6次産業化関連の法規・制度
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１ 6次産業化の政策的位置づけ



6次産業化とは
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六次産業化・地産地消法について ①

続く
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六次産業化・地産地消法について ②

・ 法に基づき農林水産大臣からの総合化事業計画の認定を受けた農林漁業者は、

資金や補助事業等の支援を受けられる。

・ 法第２章第２節第４条 農林水産大臣は、農林漁業者等による農林漁業及び関連事業の
総合化の促進に関する基本方針（以下この章において「基本方針」という。）を定めるもの
とする。
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農林漁業者等による農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林水産物
の利用の促進に関する基本方針（概要）
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六次産業化・地産地消法の概要について（法律の公布⽇ 平成22年12月3⽇、施⾏⽇平成23年３月１⽇）
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総合化事業計画について①
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総合化事業計画について②
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総合化事業計画について③
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総合化事業計画について 事業内容Q＆Aより

六次産業化・地産地消法に基づく認定に関するＱ＆Ａ （平成２９年６月１日版）農林水産省より
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総合化事業計画について 事業内容Q＆Aより
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総合化事業計画について 事業内容Q＆Aより
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鹿児島県拠点

鹿児島県拠点

鹿児島県拠点

※プランナーとは、県サポートセンターや中央サポートセンターに登録・派遣される民間の専門家。
※地域プランナーの派遣先は、地域支援検証委員会で支援対象に選定された事業者に限る。

総合化事業計画について 構想・策定・認定・実施の流れ
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地域資源活用価値創出の推進について(農林水産省）より

６次産業化の市場規模について （全国）



15

６次産業化の市場規模について （鹿児島県）

〈６次産業化事業体数〉 〈６次産業化事業規模〉

・令和６年度の６次産業化総合調査によれば、鹿児島県においても、６次産業化に相当する農業生産関連事業の年間総販売額のうち、
農産物の加工・直売分野が９割以上を占めている。

・令和６年度の鹿児島県６次産業化の加工・直売の市場規模は、７８６億円となっている。

6次産業化総合調査鹿児島県より
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九州農政局において、「六次産業
化・地産地消法」に基づき総合化事
業計画の認定（いわゆる６次産業化
認定）を行った件数は、471件(令和
８(2026)年３月末)で全国の17.8％
を占め、ブロック別では最も多い認
定件数となっています。県別にみる
と宮崎県が全国第３位となっており、
全国的に見ても九州は６次産業化の
取り組みが進んだ地域となっていま
す。

【総合化事業計画の認定】

森林

  

総合化事業計画について （認定状況）
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農商工連携と六次産業化について
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２ 6次産業化に係る支援について
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食料・農業・農村基本計画（抜粋） 令和7年4月11日閣議決定
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農山漁村から広がる新たな地域資源活用価値創造とは

これまで農林水産省では、農林水産物の付加価値を高め、農林漁業者の所得向上に資する

重要な取組の１つとして、農林漁業の６次産業化の推進に取り組んできました。

また、令和４(2022)年度からは、この６次産業化を発展させて、地域の文化・歴史や森林、

景観など農林水産物以外の多様な地域資源を活用し、農林漁業者はもちろん、地元の企業な

ども含めた多様な主体の参画によって付加価値を創出していく「農山漁村発イノベーショ

ン」の取組を支援してきました。

令和７(2025)年度からは、「地域資源活用価値創出」と題し、農山漁村における所得の向

上と雇用機会の確保を図るため、事業者等の経営改善に向けた専門家派遣、農林水産物や農

林水産業に関わる多様な地域資源を活用した新商品の開発等の取組を支援していくこととし

ています。

地域資源活用価値創出の推進について(農林水産省）より

➤  農業改良資金融通法等の特例（償還期限・据置期間の延長等）
➤  農地法の特例（農地転用手続きの簡素化）
➤  野菜生産出荷安定法の特例（リレー出荷支援）

六次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画認定者への支援

法律の特例措置

補助事業

➤  新商品開発・販路開拓に対する補助
★新商品開発に向けた試作品の製造に向けた機械のレンタルリース料や市場評価の実施、販路開拓に向
 けた商談会への出展、パンフレット等の作成費を支援

➤  新たな加工販売に取組む場合に必要な施設整備に対する補助
     ★実施主体を六次産業化・地産地消法又は農商工連携促進法の認定を受けた民間団体等に限定
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地域資源活用価値創出の推進について(農林水産省）より

地域資源活用価値創出とは（所得の向上、雇用の創出）



地域資源活用価値創出の優良事例 有限会社シュシュ
地域資源：農林水産物 
事業分野：食品、観光・旅行 
事業主体：地元企業、生産者



地域資源：耕作放棄地、農林水産物、遊休施設 
事業分野：食品、観光・旅行、教育、アウトドア 
事業主体：農林漁業者、加工・販売事業者

地域資源活用価値創出の優良事例 株式会社
 アグリ・コーポレーション
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地域資源活用価値創出対策による事業の体系図
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地域資源活用価値創出対策による支援体制(地域連携サポートセンターによる支援）

（公社）鹿児島県農業・農村振興協会内HP「鹿児島地域資源活用・地域連携サポートセンター」より
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農山漁村交付金地域資源活用価値創出対策による支援（推進事業・整備事業）
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農山漁村交付金地域資源活用価値創出対策による支援（推進事業・整備事業）
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農山漁村交付金地域資源活用価値創出対策による支援（推進事業）
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農山漁村交付金地域資源活用価値創出対策による支援（整備事業）



ご清聴、ありがとうございました。

資料に関するお問い合わせは、
九州農政局鹿児島県拠点にお願いします。

連絡先：０９９（２２２）５８４０

30

農林水産省九州農政局鹿児島県拠点のホームページ
https://www.maff.go.jp/kyusyu/kagoshima/index.html

https://www.maff.go.jp/kyusyu/kagoshima/index.html

E-mail ： kagoshima_sanjikan@maff.go.jp

https://www.maff.go.jp/kyusyu/kagoshima/index.html
mailto:kagoshima_sanjikan@maff.go.jp
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